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アンケート調査の概要 

 

１．調査の目的 

  東日本大震災や新型コロナウイルス、それ以降、エネルギー・原材料価格の高騰、労働力不

足・賃上げ等、事業者を取巻く環境は大きく変化している。一方で、高齢化社会においては、

釜石市の経営者年齢も高年齢傾向にあり、地域社会・経済に損失をもたらすことのないように

円滑な事業承継を図る必要がある。 

そこで、効果的な支援、施策の検討材料とすることを目的として、釜石市内事業者の事業承

継に関する実態、抱えている課題等を把握するため、アンケート調査を実施した。 

 

２．調査項目 

 （１）調査概要・回答企業の属性について 

 （２）事業承継の意向について 

 （３）事業承継に関する課題、相談・外部活用について 

 

３．調査方法 

 （１）調査対象： 釜石市内で事業を行っている事業者から本社が市外にある事業者、また、

概ね１０年以内に事業承継を行ったと思われる事業者を除いて抽出 

（２）対象者数： ５００事業者 

（３）調査方法： 郵送による調査票の配布・回収  

（４）調査期間： 令和６年６月２６日（水）～ 令和６年７月２６日（金） 

 

４．回収結果 

  回答・回収した数は２５２事業者、回収率５０.４％ 

 

５．調査結果（まとめ） 

 ＜回答企業の属性＞ 

回答いただいた事業者の属性は、多い順に以下のとおり。 
 

・経営者年齢では、①「70～74歳」が 21.4％、②「75～79歳」が 19.4％、③「60～64歳」

が 16.7％、④「65～69歳」が 16.3％、⑤「80歳以上」が 11.1％となっており、60代以上

の経営者で 84.9％を占めている。 

・事業形態では、①「個人事業」が 51.2％、②「特例有限会社」が 25.4％と個人事業者が半

数を超えて割合が高い。 

・業歴では、①「５０年以上」が 43.7％、②「４０～４９年」が 16.3％と昭和の時代からの

業歴の長い事業者が多い。 

・何代目の経営者かでは、①「創業者」が 41.％、②「２代目」が 34.9％と事業承継の経験が

ない、少ない事業者の割合が高い。 

・先代経営者との関係では、①「親」が 43.7％、②「創業者本人」が 40.9％と親族内承継の

割合が高い。 

 

＜事業承継の意向＞ 

事業承継について、後継者候補の存在と意思を伝えて了承を得ているのか、事業の譲渡、自 

身の代での廃業について伺った。 
 

・事業を引き継がせたいと回答した事業者は合計で 50.8％となっている。内訳は、①「後継者

候補を決めていて、本人に引き継ぐ意思を伝え、了承を得ている」が 37.1％、②「後継者

候補は決めていないが、事業を承継させたい」が 13.9％となっている。 

１  
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・「事業を譲渡したい」は 5.2％となっており、回答いただいた事業者では事業続内承継の割合

が高い。 

・後継者候補は子が 77.5％と親族内承継が圧倒的に多い。 

・事業承継の時期は、①「１～３年」が 32.5％、②「３～５年」が 26.3％と合計で５年以内が

58.8％となっている。 

・事業承継に向けた取り組みはでは、後継者の育成が 22.1％、財務面の引継ぎが 16.9％となっ

ている。 

・後継者候補補を決めていない、決めているが引き継ぐ意思を伝えていないは、①「子や親族

に事業を継ぐ意思があるかわからない」が 41.9％となっている。 

・一方で、自身の代で廃業したいと回答した事業所は 43.3％である。その内訳は、「元々自身

の代で廃業する予定」が 44.0％、「子や親族に事業を継ぐ意思がない」が 32.1％となってい

る。 

 

＜事業承継に関する課題、相談・外部活用について＞ 

事業承継の課題、外部への相談、事業承継税制、経営者保証ガイドラインについて伺った。 
 

・事業承継を行う上での課題は、「特にない」と回答した事業者が 30.4％、「市場環境が先行

き不透明」が 22.3％、「経営状況の改善が必要である」が 12.5％、「後継者候補との話し合

い・意思疎通」が 9.4％、「後継者育成が進んでいない」が 7.8％となっている。 

・事業承継に関して外部へ相談する予定はないが 67.1％となっている。 

・事業承継についての相談先は税理士が 25.5％と多い。 

・事業承継税制、経営者保証ガイドラインは 60％を超える事業者が知らないと回答してい

る。 

 

 

以上のことから、年齢の高い経営者ほど事業承継アンケートにご回答いただいた。円滑な事

業承継に向けては、今後の事業承継の意向時期（１～３年、３～５年）から、中期的な支援の

強化が必要であることが分かった。効果的な施策の実施においては地域を挙げて事業承継支援

を強化し、事業を継続させることで地域経済の維持・向上につなげていきたい。 

 

  

２ 
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調査結果 

１．回答企業の属性について  

＜１-１ 業種＞ 

〇業種について、「小売業」が 22.2％と一番多く、次いで「飲食･宿泊業」が 19.4％、「建設

業」が 15.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-２ 事業形態＞ 

〇事業形態について、「個人事業」が 51.2％と一番多く、次いで「特例有限会社」が 25.4％、「株

式会社」が 23.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-３ 昨年度の売上＞ 

〇昨年度の売上について、「１千万円未満」が 42.9％と一番多く、次いで「１千万円以上～３千

万円未満」が 19.4％、１億円以上～５億円未満が 12.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２　事業形態

回答数 割合

1 個人事業 129 51.2%

2 特例有限会社 64 25.4%

3 株式会社 58 23.0%

4 その他 1 0.4%

5 合同会社 0 0.0%

6 合資・合名会社 0 0.0%

１－３　昨年度の売上

回答数 割合

1 １千万円未満 108 42.9%

2 １千万円以上～３千万円未満 49 19.4%

3 １億円以上～５億円未満 31 12.3%

4 ５千万円以上～１億円未満 26 10.3%

5 ３千万円以上～５千万円未満 25 9.9%

6 ５億円以上～１０億円未満 6 2.4%

7 １０億以上 1 0.4%

未回答 6 2.4%

１－１　業種

回答 割合

1 小売業 56 22.2%

2 飲食･宿泊業 49 19.4%

3 建設業 40 15.9%

4 個人向けサービス業 34 13.5%

5 製造業 27 10.7%

6 その他(金融･保険業等･その他) 14 5.5%

7 事業者向けサービス業 13 5.2%

8 卸売業 8 3.2%

9 運輸業 5 2.0%

10 不動産業 2 0.8%

11 医療･福祉業 2 0.8%

12 情報通信業 1 0.4%

13 教育･学習支援業 1 0.4%

・相談予定な

し・相談の必要

が無い 

・身体的な理由 

・相談予定な

し・相談の必要

が無い 

・身体的な理由 

 

３  ３ 
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＜１-４ 常時使用する従業員＞ 

〇常時使用する従業員について、「１～５人」が 44.0％と一番多く、次いで「０人」が 32.5％、

「６～１０人」が 15.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

＜１-５ 従業員のうち外国人実習生数＞ 

〇従業員のうち外国人実習生について、「０人」が 96.8％と一番多く、次いで「１～５人」、「６～１

０人」、「１１～１５人」がともに 0.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-６ 従業員のうちパート従業員数＞ 

〇従業員のうちパート従業員について、「０人」が 67.1％と一番多く、次いで「１～５人」が 27.4％、

「６～２０人」が 4.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-７ 経営者の年齢＞ 

〇経営者の年齢について、「７０～７４歳」が 21.4％と一番多く、次いで「７５～７９歳」が 19.4％、

「６０～６４歳」が 16.7％となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

１－６　従業員のうち、パート従業員

回答数 割合

1 ０人 169 67.1%

2 １～５人 69 27.4%

3 ６～２０人 11 4.4%

4 ２１～５０人 3 1.2%

5 ５１～１００人 0 0.0%

6 １０１人以上 0 0.0%

１－４　常時使用する従業員

回答数 割合

1 １～５人 111 44.0%

2 ０人 82 32.5%

3 ６～１０人 40 15.9%

4 ２１～５０人 16 6.3%

5 １０１人以上 2 0.8%

6 ５１～１００人 1 0.4%

１－５　従業員のうち、外国人実習生

回答数 割合

1 ０人 244 96.8%

2 １～５人 2 0.8%

3 ６～１０人 2 0.8%

4 １１～１５人 2 0.8%

5 ２１人以上 2 0.8%

6 １６～２０人 0 0.0%

１－７　経営者の年齢

回答数 割合

1 ７０～７４歳 54 21.4%

2 ７５～７９歳 49 19.4%

3 ６０～６４歳 42 16.7%

4 ６５～６９歳 41 16.3%

5 ８０歳以上 28 11.1%

6 ５５～５９歳 22 8.3%

7 ５０～５４歳 9 3.6%

8 ４５～４９歳 5 2.0%

9 ３９歳以下 2 0.8%

10 ４０～４４歳 0 0.0%

 

 

 

 

４ 
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＜１-８ 業歴＞ 

〇業歴について、「５０年以上」が 43.7％と一番多く、次いで「４０～４９年」が 16.3％、「３０

～３９年」が 15.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-９ 現在の経営者は何代目か＞ 

〇何代目の経営者かについて、「創業者」が 41.3％と一番多く、次いで「２代目」が 34.9％、「３

代目」が 15.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

＜１-１０ 先代の経営者との関係＞ 

〇先代の経営者との関係について、「親」が 43.7％と一番多く、次いで「創業者本人」が 40.9％、

「その他」が 8.7％となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 ※その他（配偶者、同業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－９　現在の経営者は何代目か

回答数 割合

1 創業者 104 41.3%

2 ２代目 88 34.9%

3 ３代目 39 15.5%

4 ４代目以降 21 8.3%

１－１０　先代の経営者との関係

回答数 割合

1 親 110 43.7%

2 創業者本人 103 40.9%

3 その他 22 8.7%

4 その他の親族 11 4.4%

5 兄弟・姉妹 6 2.4%

１－８　業歴

回答数 割合

1 ５０年以上 110 43.7%

2 ４０～４９年 41 16.3%

3 ３０～３９年 40 15.9%

4 ２０～２９年 32 12.7%

5 １０～１９年 22 8.7%

6 ５～９年 7 2.8%

7 ４年以下 0 0.0%

 

 

 

 ５ 
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２．事業承継の意向について 

＜２-１ 事業承継に対する考え方＞ 

〇事業承継に対する考え方は、「自身の代で廃業したい」が 43.3％と一番多く、次いで「後継者

候補を決めていて、本人に引き継ぐ意思を伝え、了承を得ている」が 31.7％、「後継者候補は

決めていないが事業を承継させたい」が 13.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２Ａ-１ 後継者候補との関係＞ 

〇後継者候補との関係を見ると、「子」が 77.5％と一番多く、次いで「子の配偶者」、「社外の第

三者」がともに 5.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２Ａ－１　後継者候補との関係

回答数 割合

1 子 62 77.5%

2 子の配偶者 4 5.0%

3 社外の第三者 4 5.0%

4 親族以外の役員 3 3.8%

5 親族以外の従業員 3 3.8%

6 その他 2 2.5%

7 兄弟・姉妹 1 1.3%

8 その他の親族 1 1.3%

２－１　事業承継に対する考え方

回答数 割合

1 自身の代で廃業したい 109 43.3%

2 後継者候補を決めていて、本人に引き継ぐ意思を伝え、了承を得ている 80 31.7%

3 後継者候補は決めていないが、事業を承継させたい 35 13.9%

4 事業を譲渡したい 13 5.2%

5 後継者候補を決めているが、まだ本人に引き継ぐ意思を伝えていない 12 4.8%

該当なし 1 0.4%

未回答 2 0.8%

 

 

６ 
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＜２Ａ-２ 事業承継の時期＞ 

〇事業承継の時期について、「１～３年以内」が 32.5％と一番多く、次いで「３～５年以内」が

26.3％、「未定」が 22.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２Ａ-３ 事業承継に向けて取組んでいること（複数回答）＞ 

〇事業承継に向けた取組みについて、「後継者育成」が 22.1％と一番多く、次いで「財務面の引

継ぎ」が 16.9％、「仕入・販売先の引継ぎ」が 16.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２Ａ-４ 活用してみたい事業承継支援（複数回答）＞ 

〇活用してみたい事業承継支援策について、「その他」が 27.6％と一番多く、次いで「県の事業

承継補助金」が 19.0％、「国の事業承継補助金」が 17.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※その他  

・分からない  

・特になし 

 

 

 

 

 

 

２Ａ－２　事業承継の時期

回答数 割合

1 １～３年以内 26 32.5%

2 ３～５年以内 21 26.3%

3 未定 18 22.5%

4 ５～１０年以内 12 15.0%

5 １年以内 3 3.7%

２Ａ－３　事業承継に向けて取組んでいること（複数回答）

回答数 割合

1 後継者育成 34 22.1%

2 財務面の引継ぎ 26 16.9%

3 仕入・販売先の引継ぎ 25 16.2%

4 組織･人事面の引継ぎ 18 11.7%

5 まだ何も取り組んでいない 17 11.0%

6 事業承継計画の策定 14 9.1%

7 関係者への説明 8 5.2%

8 相続･贈与の計画策定 7 4.5%

9 株価の算定 5 3.2%

10 その他 0 0.0%

２Ａ－４　活用してみたい事業承継支援策（複数回答）

回答数 割合

1 その他 32 27.6%

2 県の事業承継補助金 22 19.0%

3 国の事業承継･引継ぎ補助金 20 17.2%

4 事業承継計画策定支援 19 16.4%

5 事業承継窓口相談 12 10.3%

6 セミナー･講習会 10 8.6%

7 専門家派遣 1 0.9%

 

 

 

７  
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＜２-Ｂ 後継者候補を決めていない、決めているが引き継ぐ意思を伝えていない理由＞ 

〇後継者候補を決めていない、決めているが引き継ぐ意思を伝えていない理由について、「子や

親族に事業を継ぐ意思があるかわからない」41.9％と一番多く、次いで「これから検討を始め

る予定」が 32.6％、「その他」が 9.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※その他 

・親法人の意向による 

・適任かどうか見極めている 

・内部の役員に継がせたいと考えている 

 

 

 

 

 

 

＜２-Ｃ 事業の譲渡先＞ 

〇事業の譲渡先について、「決まっていないため譲渡先を探したい」が 46.2％、次いで「決まっ

ている」が 38.5％、「決まっている」が 15.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２Ｄ-１ 廃業を考えている理由＞ 

〇廃業を考えている理由について、「元々自身の代で廃業する予定」が 44.0％一番多く、次いで

「子や親族に事業を継ぐ意思がない」が 32.1％、「事業を継ぐ子や親族がいない」が 20.2％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

２Ｄ－１　廃業を考えている理由

回答数 割合

1 元々自身の代で廃業する予定 48 44.0%

2 子や親族に事業を継ぐ意思がない 35 32.1%

3 事業を継ぐ子や親族がいない 22 20.2%

4 親族以外の後継者候補が見つからない 4 3.7%

２－Ｂ　後継者候補を決めていない、決めているが引き継ぐ意思を伝えていない理由

回答数 割合

1 子や親族に事業を継ぐ意思があるかわからない 18 41.9%

2 これから検討を始める予定 14 32.6%

3 その他 4 9.3%

4 子や親族に事業を継ぐ意思がない 3 7.0%

5 事業を継ぐ子や親族がいない 2 4.7%

6 何から手を付けたらいいか分からない 2 4.7%

7 親族以外の後継者候補が見つからない 0 0.0%

２－Ｃ　事業の譲渡先

回答数 割合

1 決まっていないため譲渡先を探したい 6 46.2%

2 決まっていない 5 38.5%

3 決まっている 2 15.4%

 

 

 

 

８ 
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＜２Ｄ-２ 廃業を決めるに至る間接的な理由＞ 

〇廃業を決めるに至る間接的な理由について、「特にない」が 49.5％と一番多く、次いで「事業

の将来性に不安」が 34.9％。「資金面で引継ぎが困難」が 6.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２Ｄ-３ 廃業の予定時期＞ 

〇廃業の予定時期について、「未定」が 40.3％と一番多く、次いで「３年以上～５年未満」が 19.3％、

「５年以上～１０年未満」が 15.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２Ｄ－３　廃業の予定時期

回答数 割合

1 未定 44 40.3%

2 ３年以上～５年未満 21 19.3%

3 ５年以上～１０年未満 17 15.6%

4 １年以上～３年未満 15 13.8%

5 １０年以上～１５年未満 7 6.4%

6 １年未満 5 4.6%

２Ｄ－２　廃業を決めるに至る間接的な理由

回答数 割合

1 特にない 54 49.5%

2 事業の将来性に不安 38 34.9%

3 資金面で引継ぎが困難 7 6.4%

4 その他 5 4.6%

5 施設や設備が老朽化で引継ぎが困難 3 2.8%

6 技能継承が困難 2 1.8%
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３．事業承継に関する課題、相談・外部活用について 

＜３-１ 事業承継を行う上での課題（複数回答）＞ 

〇事業承継を行う上での課題について、「特にない」が 30.4％と一番多く、「市場環境が先行き不

透明である」が 22.3％、「経営状況の改善が必要である」が 12.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜３-２ 事業承継に関して外部に相談しているか＞ 

〇事業承継に関する外部への相談について、「相談する予定はない」が 67.1％と一番多く、次い

で「相談を行う予定である」が 20.0％、「相談を行っている」が 12.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２　事業承継に関して外部に相談しているか

回答数 割合

1 相談する予定はない 161 67.1%

2 相談を行う予定である 48 20.0%

3 相談を行っている 31 12.9%

３－１　事業承継を行う上での課題（複数回答）

回答数 割合

1 特にない 97 30.4%

2 市場環境が先行き不透明である 71 22.3%

3 経営状況の改善が必要である 40 12.5%

4 後継者候補との話し合い・意思疎通 30 9.4%

5 後継者育成が進んでいない 25 7.8%

6 借入金の経営者保証 22 6.9%

7 その他 11 3.4%

8 相続・贈与に不安である 8 2.5%

9 後継者候補への株式移転 5 1.6%

10 家族・親族関係に不安がある 5 1.6%

11 取引先より理解が得られるか不安である 4 1.3%

12 従業員より理解を得られるか不安である 1 0.3%

その他 

・人員不足、老朽化による改築、今後の経営状況 

・不景気なので仕方ないけれど、多少の意見は聞 

いてほしい 

・自身の健康と売上の減少、まだそこまでの段階 

にない 

・本部の同意が必要となる、赤字続きで経営に不安 

・体調が不安で先のことを考えると心配 

・経営方針を承継してくれる相手先が市内にいるか 

どうか 

・儲け第一主義の会社にはなってほしくない 
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＜３-３ 事業承継について相談先（複数回答）＞ 

〇事業承継についての相談先について、「税理士」が 25.5％と一番多く、次いで「その他」が 22.8％、

「商工会議所」が 21.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

＜３-４ 現在相談していること、相談する場合の内容（複数回答）＞ 

〇相談していること・相談する場合の内容について、「事業承継全般」が 17.4％と一番多く、次

いで「廃業の手続き」が 6.7％。「後継者育成」が 4.1％となっている。「相談していない」は

55.4％ととなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４　現在相談していること、相談するとすればどのようなことか(複数回答)

回答数 割合

1 相談していない 149 55.4%

2 事業承継全般 47 17.4%

3 廃業の手続き 18 6.7%

4 後継者育成 11 4.1%

5 その他 11 4.1%

6 相続・贈与等の税金 10 3.7%

7 株価の評価等 7 2.6%

8 借入金の経営者保証 5 1.9%

9 事業の売却・譲渡等 5 1.9%

10 登記等の手続き 4 1.5%

11 組織・業務 2 0.7%

３－３　事業承継について相談先（複数回答）

回答数 割合

1 税理士 84 25.5%

2 その他 75 22.8%

3 商工会議所 69 21.0%

4 金融機関 29 8.8%

5 同業経営者 25 7.6%

6 経営者仲間 14 4.3%

7 司法書士 11 3.4%

8 事業承継・引継ぎ支援センター 9 2.7%

9 行政機関 6 1.8%

10 中小企業診断士 3 0.9%

11 弁護士 3 0.9%

12 民間Ｍ＆Ａ会社等 1 0.3%

※その他 

・相談予定なし ・相談を行いたいが相手先がわからない ・兄弟、親族、自分の子供、技術資格のある親族 

・元請業者、仕入先、外部スタッフ、親会社 ・株主 ・社外取締役、業務委託先、コンサルタント 

 ※その他 ・相談予定な、相談の必要が無い 

・身体的な理由 

 

※その他 ・相談の必要が無い 

・身体的な理由 

 

 ※その他 ・相談予定な、相談の必要が無い 

・身体的な理由 
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＜３-５ 事業承継税制について＞ 

〇事業承継税制について、「知らない」が 60.2％と一番多く、次いで「制度が分からないので知

りたい」が 21.2％、「制度を分かっているが特に活用しない」が 14.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜３-６ 経営者保証ガイドラインについて＞ 

〇経営者保証ガイドラインについて、「知らない」が 62.6％と一番多く、次いで「制度を分かっ

ているが特に活用しない」が 18.3%、「制度が分からないので知りたい」が 16.6％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－５　事業承継税制について

回答数 割合

1 知らない 145 60.2%

2 制度が分からないので知りたい 51 21.2%

3 制度を分かっているが、特に活用しない 35 14.5%

4 制度を分かっていて、活用する予定である 10 4.1%

３－６　経営者保証ガイドラインについて

回答数 割合

1 知らない 151 62.6%

2 制度を分かっているが、特に活用しない 44 18.3%

3 制度が分からないので知りたい 40 16.6%

4 制度を分かっていて、活用する予定である 6 2.5%
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